
決算書掲載頁　127

寝たきり等で理髪店へ行くことが困難な高齢者が在宅で理容サービスが受けやすくする。

事
業
費
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細事業：訪問理容サービス事業 06事業
優先順位
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整理
番号
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4

委託 平成13年度

６５歳以上の寝たきり等の高齢者

引き続き、適正に事業を実施する。

A A B

一般財源

1,062300

762

0

0.10

0.00

300

0

0

0

(決算額) (千円) (千円)

対
象
者

寝たきり高齢者等が住み慣れた地域で安心して生活できるよう、在宅で理容サービスを受けた時の費用のうち、出張費
用について助成する。目

標

一人あたり

世帯あたり 22
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7

384
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0

0

0
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365

0

0.05

0.00

5

3

-84

高齢者が住み慣れた地域社会の中で、継続して生活を送れるよう、、その基盤となる住宅の改造に係る経費を助成する
ことで、安全で自立した生活環境の確保を推進する。
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細事業：高齢者住宅改造助成事業 01事業
優先順位

事業
実施主体

事業開始
年　　　度

根拠
法令

整理
番号

事業費 総コスト

人件費

公債費財
源
内
訳

内
訳

平成25年度 平成24年度 比　較 平成25年度 平成24年度 比　較

目

的

妥当性 効率性 有効性評

価

今
後
の
方
向
性

職員数

再任用職員数

5

直営 平成14年度

本市に住所を有する６５歳以上の高齢者がいる世帯で、心身の状況により住宅改
造が必要であると認められる世帯。ただし、対象高齢者が要介護認定を受けている
場合は除く。また、対象高齢者の属する世帯全員の市民税が非課税である世帯

引き続き適正に事業を実施する。

A A A

一般財源

1,139758

381

0

0.05

0.00

758

0

0

0

(決算額) (千円) (千円)

対
象
者

低所得の自立高齢者が住み慣れた地域で継続して生活を送れるよう、その基盤となる住宅の改造に係る経費を助成
し、安全で自立した生活環境の確保を推進する。目

標

一人あたり

世帯あたり 24

10

事業費

参
考

758

(円)

(円)

(人)

(人)

コ
ス
ト
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報
・
従
事
職
員
数

その他特定財源

0

0

国府支出金

地方債
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180

0

0

0

577
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0

0.05

0.00

12

5
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578

578

0

0

0

562

-16

0

0.00

0.00

12

5

578



細事業：訪問理容サービス事業                                

１．訪問理容サービス事業 

寝たきり等の理由から理容店に出向くことが困難な高齢者に対し、登録理容店から自宅へ訪問し、理容サービス

を行った。 

実利用者数 44 人        利用回数  100 回        委託料  300,000 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細事業：高齢者住宅改造助成事業                             

１．高齢者住宅改造助成事業 

高齢者が、住み慣れた地域で自立し安心して生活ができるよう、日常生活の基盤となる住宅について、手すりの

設置や床段差の解消などの改造にかかる経費を助成した。 

 

助成対象者  要介護（要支援）認定を受けていない６５歳以上の高齢者で、心身の状況により住宅改造が必

要であると認められ、かつ、改造を希望する居宅に同居する方全員の市民税が非課税である方 

  助成件数    6 件          

助成金額    758,000 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


